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　特許第５９８５００６号発明「スピーカ」の特許異議申立事件について、
次のとおり決定する。

結　論
　特許第５９８５００６号の請求項１ないし３に係る特許を取り消す。
　同請求項４に係る特許を維持する。

理　由
第１　手続の経緯

　本件特許第５９８５００６号に係る出願は、平成２７年５月３０日に出願
され、平成２８年８月１２日にその発明について特許の設定登録がなされた
ものであって、手続の概要は以下のとおりである。

　特許異議申立（全請求項　能條明奈）
　　　　　　　　　　　　　　　　：平成２９年　２月２８日
　取消理由通知　　　　　　　　　：平成２９年　５月１５日（起案日）

　なお、平成２９年５月１５日付け取消理由通知に対しては、指定した期間
内に特許権者から応答がなかった。

第２　通知した取消理由の概要

１．本件特許の下記の請求項に係る発明は、本件特許の出願前日本国内また
は外国において頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線
を通じて公衆に利用可能となった発明であって、特許法第２９条第１項第３
号に該当し、特許を受けることができないから、その発明に係る特許は取り
消すべきものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

請求項１ないし３に対して引用文献１ないし３
引用文献１：株式会社村田製作所発行「圧電発音部品」カタログ（２０００
年３月２９日発行）（記載内容について甲第１号証参照）
引用文献２：特開２００１－３３９７９３号公報（甲第２号証）
引用文献３：理科年表机上版平成８年第６９冊（国立天文台編、平成７年
１１月３０日発行）４４８～４４９頁（甲第３号証）



２．本件特許の下記の請求項に係る発明は、本件特許の出願前日本国内また
は外国において頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線
を通じて公衆に利用可能となった発明に基いて、その出願前にその発明の属
する技術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることがで
きたものであって、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることが
できないから、その発明に係る特許は取り消すべきものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

請求項１ないし３に対して引用文献１ないし３
（引用文献１ないし３は理由１と同じ）

第３　通知した取消理由１について

１．本件特許発明

　本件特許の請求項１ないし４に係る発明（以下、「本件特許発明１」ない
し「本件特許発明４」という。）は、特許請求の範囲の請求項１ないし４に
記載された事項により特定される、次のとおりのものである。

「【請求項１】
　圧電素子を金属板に貼付し、圧電素子の振動によって金属板に屈曲振動を
発生させるスピーカにおいて、

　金属板の縦弾性係数をＥ（ｋＮ／ｍｍ２）、密度をρ（ｇ／ｃｍ３）と
し、前記貼付が行われた貼付面における金属板の面積をＳｍ、圧電素子の面
積をＳｐとし、Ｘ＝（Ｓｐ／Ｓｍ）・（ρ／Ｅ）とするとき、Ｘの値が、
０．０１～０．０８であることを特徴とする、スピーカ。
【請求項２】
　前記Ｘの値が、０．０２～０．０７であることを特徴とする、請求項１に
記載のスピーカ。
【請求項３】
　前記貼付面において、前記金属板と前記圧電素子とが略相似形状であり、
前記金属板と前記圧電素子の重心位置が略一致することを特徴とする、請求
項１又は２に記載のスピーカ。
【請求項４】
　前記圧電素子と前記金属板とを貫通する孔を有することを特徴とする、請
求項１～３のいずれか一項に記載のスピーカ。」

２．引用文献

　引用文献１には、「圧電発音部品」について、図表と共に、以下の記載が
ある。（下線は当審で付加した。）

（１）「圧電発音部品は、最近の電子化時代にマッチした電子部品として特
に注目され、家電製品をはじめＯＡ機器・オーディオ・電話機など多くの分
野で使用されています。また、その用途についても、機器の操作確認音のみ
ではなく時報・警報・スピーカー・電話の送受話器・リンガーなど人と機械
のインターフェースとして、幅広く応用展開されています。」（１頁「はじ
めに」）

（２）「１圧電体セラミックス材質
２金属板材質」（３頁「品名の表し方」）

（３）圧電振動板７ＢＢ－１２－９について寸法（ｍｍ）φＤ「１２．０」
ａ「９．０」備考「黄銅板」（３頁「他励振タイプ製品一覧表」）



　上記摘示事項及び図面の記載から以下のことがいえる。

（ａ）引用文献１には、スピーカーを用途とする圧電発音部品が記載されて
いる（摘示事項（１））。

（ｂ）圧電振動子が、円板状の圧電セラミクス板の両面に電極を施してなる
圧電素子を金属円板からなる振動板に貼り付けたものであることは、技術常
識である（後述の引用文献２の摘示事項（５））から、３頁の「外形寸法
図」に示された直径φＤの円は摘示事項（２）の「金属板」を示し、同じく
直径ａの円は「圧電体セラミックス」を示すことは明らかである。
　したがって、「圧電発音部品は、圧電体セラミックスを金属板に貼付した
圧電振動板である」といえる。

（ｃ）金属板直径は１２．０ｍｍ、圧電セラミックスの寸法は９．０ｍｍ、
金属板材質は黄銅板である（摘示事項（３））。

　以上を総合勘案すると、引用文献１には、次の発明（以下「引用文献１発
明」という。）が記載されているものと認める。

「スピーカーを用途とする圧電発音部品であって、
　圧電体セラミックスを金属板に貼付した圧電振動板であり、
　金属板直径は１２．０ｍｍ、圧電セラミックスの寸法は９．０ｍｍ、金属
板材質は黄銅板である圧電発音部品。」

　引用文献２には、「圧電音響装置」について、図面と共に、以下の記載が
ある。（下線は当審で付加した。）

（４）「【０００１】
【産業上の利用分野】本発明は、圧電振動子を用い、音を発する圧電音響装
置に関し、特に音圧レベルが高い圧電スピーカと呼ばれるタイプのもので
あって、音圧レベル及び音質が向上し、ダイナミックタイプスピーカに匹敵
する高い音質が得られる圧電音響装置に関する。」

（５）「【０００２】
【従来の技術】従来における圧電音響装置は、円板状の圧電セラミクス板の
両面に電極を施してなる圧電素子を金属円板からなる振動板に貼り付けた圧
電振動子を使用する。前記圧電素子の電極間に駆動電圧を印加し、この駆動
電圧方向と直交する方向の変位を径方向の伸縮として取り出し、かつその伸
縮により振動板に撓みを起こすことで圧電振動子を振動させることにより、
音響的に有効な振動を取り出す。」

（６）「【００２７】例えば、表１に示された材質の組み合わせにおいて、
より具体的な圧電音響装置の例をあげる。チタン酸ジルコン酸鉛からなる直
径１５ｍｍ、厚み０．０５ｍｍの円板状の圧電セラミクスの両面をメタライ
ズして電極を施した圧電素子１２を用意し、この圧電素子１２を直径
１７ｍｍ、厚み０．０２ｍｍの円板状のアルミニウム板からなる振動板１１
に貼り付けて、圧電振動子１を構成する。」

　上記摘示事項及び図面の記載から以下のことがいえる。

（ｄ）引用文献２には、圧電振動子を用いた圧電音響装置であって、圧電ス
ピーカと呼ばれるタイプのものが記載されている（摘示事項（４））。

（ｅ）圧電音響装置は、円板状の圧電セラミクス板の両面に電極を施してな
る圧電素子を金属円板からなる振動板に貼り付けた圧電振動子を使用する。



前記圧電素子の電極間に駆動電圧を印加し、この駆動電圧方向と直交する方
向の変位を径方向の伸縮として取り出し、かつその伸縮により振動板に撓み
を起こすことで圧電振動子を振動させることにより、音響的に有効な振動を
取り出す（摘示事項（５））。

（ｆ）直径１５ｍｍの円板状の圧電セラミクスの両面をメタライズして電極
を施した圧電素子１２を用意し、この圧電素子１２を直径１７ｍｍの円板状
のアルミニウム板からなる振動板１１に貼り付けて、圧電振動子１を構成す
る（摘示事項（６））。

　以上を総合勘案すると、引用文献２には、次の発明（以下「引用文献２発
明」という。）が記載されているものと認める。

「圧電振動子を用いた圧電音響装置であって、圧電スピーカと呼ばれるタイ
プのものであり、
　圧電音響装置は、円板状の圧電セラミクス板の両面に電極を施してなる圧
電素子を金属円板からなる振動板に貼り付けた圧電振動子を使用し、前記圧
電素子の電極間に駆動電圧を印加し、この駆動電圧方向と直交する方向の変
位を径方向の伸縮として取り出し、かつその伸縮により振動板に撓みを起こ
すことで圧電振動子を振動させることにより、音響的に有効な振動を取り出
すものであり、
　直径１５ｍｍの円板状の圧電セラミクスの両面をメタライズして電極を施
した圧電素子１２を用意し、この圧電素子１２を直径１７ｍｍの円板状のア
ルミニウム板からなる振動板１１に貼り付けて、圧電振動子１を構成する圧
電音響装置。」

３．対比・判断

　まず、本件特許発明１と引用文献１発明とを対比する。

（１）スピーカ
　引用文献１発明は、「スピーカーを用途とする圧電発音部品であって、圧
電体セラミックスを金属板に貼付した圧電振動板であ」るから、圧電体セラ
ミックスの振動によって金属板に屈曲振動を発生させるものであることは明
らかである。そして、「圧電体セラミックス」は「圧電素子」といえる。
　したがって、本件特許発明１と引用文献１発明とは、「圧電素子を金属板
に貼付し、圧電素子の振動によって金属板に屈曲振動を発生させるスピー
カ」である点で一致する。

（２）Ｘの値
　金属板直径、圧電セラミックスの寸法、引用文献３に記載された７／３黄
銅（Ｃ２６００）及び６／４黄銅（Ｃ２８０１）の密度とヤング率の値を用
いて本件特許の請求項１に記載されたＸの値を計算すると、有効数字１桁で
０．０４～０．０５となる。
　したがって、本件特許発明１と引用文献１発明とは、「金属板の縦弾性係

数をＥ（ｋＮ／ｍｍ２）、密度をρ（ｇ／ｃｍ３）とし、前記貼付が行わ
れた貼付面における金属板の面積をＳｍ、圧電素子の面積をＳｐとし、Ｘ＝
（Ｓｐ／Ｓｍ）・（ρ／Ｅ）とするとき、Ｘの値が、０．０４～０．０５で
ある」点で一致する。

　そうすると、本件特許発明１と引用文献１発明とは、全ての点で一致し、
相違点を有しない。

　圧電振動板７ＢＢ１５－６、７ＢＢ－２０－３、７ＢＢ－２０－６、
７ＢＢ－２７－３、７ＢＢ－２７－３Ｒ５、７ＢＢ－２７－４、
７ＢＢ－３５－３、７ＢＢ－４１－２及び７ＳＢ－２０－７のそれぞれにつ



いても、それぞれのφＤ及びａの値と、引用文献３に記載された７／３黄銅
（Ｃ２６００）、６／４黄銅（Ｃ２８０１）、析出硬化型ステンレス鋼
（ＳＵＳ６３１）、マルテンサイト系ステンレス鋼（ＳＵＳ４１０）、フェ
ライト系ステンレス鋼（ＳＵＳ４３０）及びオーステナイト系ステンレス鋼
（ＳＵＳ３０４）のρ及びＥの値とを用いて本件特許の請求項１に記載され
たＸの値を計算すると、有効数字１桁で０．０２～０．０４となる。

　したがって、本件特許発明１は、引用文献１に記載された発明（引用文献
１に記載された圧電振動板７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、
７ＢＢ－２０－３、７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、
７ＢＢ－２７－３Ｒ５、７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、
７ＢＢ－４１－２及び７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）である。

　次に、本件特許発明１と引用文献２発明とを対比する。

（１）スピーカ
　引用文献２発明は、「圧電スピーカと呼ばれるタイプのものであり、」
「円板状の圧電セラミクス板の両面に電極を施してなる圧電素子を金属円板
からなる振動板に貼り付けた圧電振動子を使用し、前記圧電素子の電極間に
駆動電圧を印加し、この駆動電圧方向と直交する方向の変位を径方向の伸縮
として取り出し、かつその伸縮により振動板に撓みを起こすことで圧電振動
子を振動させることにより、音響的に有効な振動を取り出す」圧電音響装置
である。
　したがって、本件特許発明１と刊行物２発明とは、「圧電素子を金属板に
貼付し、圧電素子の振動によって金属板に屈曲振動を発生させるスピーカ」
である点で一致する。

（２）Ｘの値
　圧電素子の直径、振動板の直径、引用文献３に記載された工業用アルミニ
ウム（Ａ１０８５Ｐ）の密度とヤング率の値を用いて本件特許の請求項１に
記載されたＸの値を計算すると、有効数字１桁で０．０３となる。
　したがって、本件特許発明１と引用文献２発明とは、「金属板の縦弾性係

数をＥ（ｋＮ／ｍｍ２）、密度をρ（ｇ／ｃｍ３）とし、前記貼付が行わ
れた貼付面における金属板の面積をＳｍ、圧電素子の面積をＳｐとし、Ｘ＝
（Ｓｐ／Ｓｍ）・（ρ／Ｅ）とするとき、Ｘの値が、０．０３である」点で
一致する。

　そうすると、本件特許発明１と引用文献２発明とは、全ての点で一致し、
相違点を有しない。

　したがって、本件特許発明１は、引用文献２に記載された発明（引用文献
２の表１及び【００２７】に記載された圧電振動子）である。

　本件特許発明２は、本件特許発明１のスピーカにおいて、Ｘの値が、
０．０２～０．０７であるものであるから、引用文献１に記載された発明
（引用文献１に記載された圧電振動板７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、
７ＢＢ－２０－３、７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、
７ＢＢ－２７－３Ｒ５、７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、
７ＢＢ－４１－２及び７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）であり、引用文献２に
記載された発明（引用文献２の表１及び【００２７】に記載された圧電振動
子）である。

　引用文献１に記載された発明（引用文献１に記載された圧電振動板
７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、７ＢＢ－２０－３、
７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、７ＢＢ－２７－３Ｒ５、
７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、７ＢＢ－４１－２及び



７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）は、３頁の外形寸法図より、「貼付面におい
て、金属板と圧電素子とが略相似形状であり、金属板と圧電素子の重心位置
が略一致する」といえる。
　また、引用文献２に記載された発明（引用文献２の表１及び【００２７】
に記載された圧電振動子）は、図１より、「貼付面において、金属板と圧電
素子とが略相似形状であり、金属板と圧電素子の重心位置が略一致する」と
いえる。
　したがって、本件特許発明３は、引用文献１に記載された発明（引用文献
１に記載された圧電振動板７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、
７ＢＢ－２０－３、７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、
７ＢＢ－２７－３Ｒ５、７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、
７ＢＢ－４１－２及び７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）であり、引用文献２に
記載された発明（引用文献２の表１及び【００２７】に記載された圧電振動
子）である。

第４　通知した取消理由２について

　引用文献１に記載された発明（引用文献１に記載された圧電振動板
７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、７ＢＢ－２０－３、
７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、７ＢＢ－２７－３Ｒ５、
７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、７ＢＢ－４１－２及び
７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）において、それぞれのφＤ及びａの値をそれ
に近いものに変更すること、及び、金属板の材料を類似のものに変更するこ
とは、いずれも当業者が適宜なし得ることである。
　したがって、本件特許発明１ないし３は、引用文献１に記載された発明
（引用文献１に記載された圧電振動板７ＢＢ－１２－９、７ＢＢ１５－６、
７ＢＢ－２０－３、７ＢＢ－２０－６、７ＢＢ－２７－３、
７ＢＢ－２７－３Ｒ５、７ＢＢ－２７－４、７ＢＢ－３５－３、
７ＢＢ－４１－２及び７ＳＢ－２０－７のそれぞれ）に基づいて、当業者が
容易に発明をすることができたものである。

　また、引用文献２の表１及び【００２７】に記載された圧電振動子におい
て、その圧電素子の直径及び振動板の直径の値をそれに近いものに変更する
こと、及び、振動板の材料を類似のものに変更することは、いずれも当業者
が適宜なし得ることである。
　したがって、本件特許発明１ないし３は、引用文献２に記載された発明
（引用文献２の表１及び【００２７】に記載された圧電振動子）に基づい
て、当業者が容易に発明をすることができたものである。

第５　特許異議申立人が主張するその他の取消理由について

１．本件特許発明４が特許法第２９条第２項の規定より特許を受けることが
できない理由

　特許異議申立人は、
（１）本件特許発明４と甲第６号証（大韓民国登録実用新案公報第
２０－０４７６２８０号）に記載された発明とは、「圧電素子と金属板とを
貫通する孔を有する」点で一致し、所望の音質を求めて、金属板内の音伝導
を改善するために圧電素子や金属板の密度および弾性係数をもとに圧電素子
や金属板の材質および面積を選択することは設計的事項である。
（２）また、周波数特性を低周波数帯域から高周波数帯域にかけてフラット
にするという課題を解決するために、圧電素子と振動板との長さを異なるも
のとすることで複数の共振周波数を発生させるということは当業者にとって
周知技術であり（甲第４号証（特開２００４－２３４３６号公報））、甲第
１号証および甲第２号証に記載のスピーカにおいて、そのような周知技術を
適用し、複数の共振周波数を発生させるために、甲第６号証に記載されるよ
うな孔を設け、「孔に区切られた区間の長さの相違により、多様な共振周波



数を持」たせることは、当業者にとって容易に想到し得るものである。
（３）したがって、本件特許発明４は、甲第１号証および甲第２号証に記載
された発明、ならびに甲第４号証および甲第６号使用に記載された発明から
容易に想到し得る発明である。
と主張する（特許異議申立書２３～２４頁）。
　しかしながら、甲第６号証に記載されたスピーカは、低音域を具現するダ
イナミックスピーカと高音域を具現する圧電素子を用いて高音質を提供でき
るスピーカであって（［０００１］）、圧電素子（３０）の中央に形成され
る孔（３６）と圧電素子（３０）の縁部に沿って形成される１つまたは２つ
以上の孔（３７）とは、ダイナミックスピーカの振動板（２８）から発生し
た音が通過できるように形成される孔である（［００２０］）から、本件特
許発明４の孔とは大きく異なる。
　したがって、特許異議申立人の上記主張は採用できない。

２．記載不備の理由

　特許異議申立人は、
（１）本件特許発明の課題は、「金属板と圧電素子を貼付したスピーカにお
いて、出力音の歪率が低いものを提供すること」であると認められる。当該
課題について、解決できることを当業者が認識できるように記載されている
範囲は、実施例において実験結果が示されている範囲である。すなわち、示
されているのは孔３を設けない場合の実験結果のみであり、実際に孔を設け
たスピーカを作製した実験結果について何ら記載されていない。このため、
孔を設けたスピーカにおいて所望の音質を求めるためには、具体的に孔を開
ける場所や大きさを選択するなど、当業者が過度の試行錯誤を要するもので
ある。
　したがって本件特許発明４がいわゆる当業者がその実施をすることができ
る程度に発明の詳細な説明において明確かつ十分に記載されているとはいえ
ないため、本件特許は特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たし
ていない。
（２）また、本件特許発明４については、発明の課題が解決できることを当
業者が認識できるように発明の詳細な説明に記載された範囲を超えており、
請求項に係る発明と、発明の詳細な説明に発明として記載したものとが、実
質的に対応しているとはいえず、特許法第３６条第６項第１号に規定する要
件を満たしていない。
と主張する（特許異議申立書２４～２５頁）。
　しかしながら、図１には孔３が記載され、【００２１】には、「金属板１
及び圧電素子２には、孔３を設けてもよい。孔３は、金属板１及び圧電素子
２を貫通している。これにより、振動板が、孔に区切られた区間の長さの相
違により、多様な共振周波数を持つ。圧電素子２についても孔３が貫通して
いるので、金属板１の共振周波数（金属板１及び圧電素子２全体としての共
振周波数）は、多様になる。周波数特性がフラットになり、特定の周波数に
尖出した歪が緩和される。」との記載があるから、当業者は、これらの記載
を参照して、具体的に孔を開ける場所や大きさを選択することが可能であ
り、孔を設けることにより「周波数特性がフラットになり、特定の周波数に
尖出した歪が緩和される」ことを認識できる。
　したがって、特許異議申立人の上記主張は採用できない。

第６　むすび

　以上のとおり、請求項１ないし３に係る発明は、甲第１号証に記載された
発明であり、甲第２号証に記載された発明であるから、特許法第２９条第１
項第３号に該当し、請求項１ないし３に係る特許は、同項の規定に違反して
されたものであり、同法第１１３条第２号に該当し、取り消されるべきもの
である。
　また、請求項１ないし３に係る発明は、甲第１号証に記載された発明か
ら、当業者が容易に発明をすることができたものであり、甲第２号証に記載



された発明から、当業者が容易に発明をすることができたものであるから、
請求項１ないし３に係る特許は、特許法第２９条第２項の規定に違反してさ
れたものであり、同法第１１３条第２号に該当し、取り消されるべきもので
ある。
　請求項４に係る発明については、特許異議申立書に記載した特許異議申立
理由によっては、請求項４に係る特許を取り消すことはできない。
　また、ほかに請求項４に係る特許を取り消すべき理由を発見しない。

　よって、結論のとおり決定する。

平成２９年　９月１５日

　　審判長　　特許庁審判官 森川 幸俊
特許庁審判官 関谷 隆一
特許庁審判官 國分 直樹

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この決定に対する訴えは、この決定の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を
被告として、提起することができます。
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